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１. はじめに

����年に制定されたフランス第五共和制憲法は､ ����年７月��日の憲法改正によって
(１)

､ ��回目の

改正が施されたが､ この改正は､ その内容と規模において､ これまでの改正とは比較できないほど

の重要な変更がなされ､ 第五共和制憲法の特質を大きく転換するものとなった｡ この憲法改正は､

およそ��箇所に及ぶ大規模なもので､ 改正の内容も､ 大統領の多選の禁止､ 政府の権限の制約､ 国

会の権限の強化､ 国会における野党の地位と権限の強化､ 法律施行後の違憲の抗弁と憲法院による

事後的違憲審査､ 有権者の支持を得た議員発案による立法国民投票の手続の導入など､ 統治制度全

般にかかわる根本的な改正となっている｡ 大統領権限の強化と国会権限の制約を特徴としていた第

五共和制憲法の構造は､ この改正によって､ 諸制度を現代化して公権力の諸組織の間の均衡を回復

するという名目で､ 国会権限の強化と執行権の統制の強化が図られ､ 市民が統治に参画する権利が

拡大される方向に転換されている｡

この改正では､ ①執行権の統制とくに大統領の地位・権限の改革､ ②国会の権限とくに政府に対

する統制の強化､ ③市民の権利保障と参画の拡大､ という３つの方向性を目指した改革がなされて

いる
(２)

｡

大統領の権限に関する改革という点では､ たとえば､ 大統領の国民投票付託権を定めた第��条の

規定についても改正が施され､ 有権者の支持を得た一定数の議員の発案に基づくものも議員提出法

律案として国民投票に付託することができるようになった｡ 従来までは大統領のみに認められてい

た国民投票を組織する権能が､ 国会議員にも認められるようになったことは､ 権力間の均衡を回復

し､ 執行権の統制を図るという今次の改正の目的の一つが表れているといえる
(３)

｡

また､ 国会の権限の強化と政府の統制という点では､ 立法過程における政府の介入が従前より制

限され､ 国会による政府の統制が強化されたことで､ 従来は政府に認められていた国会の活動に対

する主導的な役割が制約されることとなった｡ そして､ 政府の対議会責任制度の具体的な手続を定

める憲法第��条についても､ その第３項が改正され､ 国会の権限の強化と国会による政府の統制の

強化の一端がここにも表れている
(４)

｡

さらに､ 市民の権利保障と参画の拡大という点では､ 先述の第��条に基づく立法国民投票におい

て､ 新たに有権者と議員の発案に基づく国民投票が認められることになった結果､ 市民が国民投票

の組織に参画することができるようになった｡ また､ 新設された第	��１条に基づいて､ 市民が､

裁判の当事者として､ 係争中の裁判で法律の規定が憲法上の権利・自由を侵害するとの主張をした

場合に､ コンセイユ・デタまたは破毀院の移送により付託された憲法院が､ この法律の規定の合憲

性を審査することとなった
(５)

｡ これによって､ 憲法院の違憲審査は､ 市民の抗弁による事後的な違憲審

査の制度が新たに導入され
(６)

､ 従来までの法律の施行前の事前審査に加えて､ 施行後の事後審査も対

象とするものとなり､ 違憲審査機関として憲法院の役割の重要性がますます大きくなったといえる｡

そこで､ 本稿では､ この����年７月��日憲法改正によって､ 新たに導入された事後的違憲審査制

について､ とくにその具体的な手続等を定める����年��月��日組織法律の内容を含めて考察し､ 本

改正による憲法院の違憲審査制の特質と問題点を明らかにすることとする｡
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２. ����年７月��日憲法改正と事後的違憲審査制の導入

(１) ����年７月��日憲法改正の概要

����年７月��日の憲法改正によって､ 第五共和制憲法は､ その特質を大きく転換し､ 統治制度に

ついて大幅な改革を施すものとなった｡ とりわけ､ ①執行権の統制とくに大統領の地位・権限の改

革､ ②国会の権限とくに政府に対する統制の強化､ ③市民の権利保障と参画の拡大､ という３つの

方向性における改正としては､ 以下の点が重要なものとしてあげられる
(７)

｡

① 大統領の地位・権限に関する改正

大統領の地位・権限に関しては､ まず､ 大統領の任期が２期までに限定されることとなった (第

６条の改正)｡ これによって､ 大統領は､ 最長２期��年までとなり､ ����年��月２日憲法改正によ

る大統領任期の短縮 (７年から５年に短縮) と相まって､ 大統領職の職務行使期間が従前より短く

固定することになった｡ そもそも､ ����年改正において､ 任期を５年に短縮したのは､ 国民議会議

員の任期と同一にすることによって､ 大統領選挙と国民議会選挙を同時期に実施して､ コアビタシ

オン (保革共存) の状況を回避し､ 国民議会さらには首相に対する大統領の優位性を保つことにあっ

たが､ 今次の改正は､ 大統領の職務行使期間をより明確にすることによって､ その地位の安定性と

優位性を確保しようとしたものである｡

また､ 大統領は､ 首相や大臣の副署を必要としない固有の権限として (第��条)､ 首相任命権

(第８条第１項)､ 国民投票付託権 (第��条)､ 国民議会解散権 (第��条)､ 非常事態措置権 (第��条)

を有するが､ 今次の改正で､ 国民投票付託権と非常事態措置権の行使に関して､ 改革がなされた｡

第��条の国民投票の実施について､ 有権者の��分の１の支持を得た５分の１の国会議員にも国民投

票の発案権が認められることによって､ 国民投票の発案権が拡大され､ これまで大統領のみに国民

投票の付託権が独占されていた状況からすれば､ 国民投票の制度の大きな転換となった｡ また､ 第

��条の非常事態措置権の行使について､ 新たに第６項が新設されて､ 一定期間経過後に､ 憲法院が

非常措置の発動のための要件がなおも充足されているかどうか審査する手続が定められ､ 大統領の

権限行使に一定のコントロールを図ることが明確にされた｡

そして､ 第��条の改正により､ 大統領の文武官任命権の行使に対して､ 一定の要職は国会両院の

常任委員会の審査・投票に付されるものとなり､ この権限に対する国会の統制が及ぶことになった｡

なお､ 第��条の改正により､ 大統領は､ 教書により議会に意思を伝達するが､ 新たに､ 両院合同

会議に招集された国会で大統領がその意思を表明することができるようになり､ この意思表明は大

統領の退席後に国会の討議の対象となるが､ 表決はなされないものとされた｡

② 国会の権限の強化と政府に対する統制に関する改正

国会の地位・権限に関しては､ 国会の政府統制の権限が強化され､ 立法過程において政府にこれ
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まで認められていた特権的な権限を制約する改正が施されている｡

まず､ 第��条の改正により､ 国会の本質的な役割として､ ① ｢法律の表決｣ に加えて､ ② ｢政府

の活動の統制｣､ ③ ｢公の政策の評価｣ という点が憲法上明記され､ 国会の地位がより明確に位置

づけられるようになった｡

また､ 第��条の改正により､ 議事日程の制度が根本的に改革され､ 国会の決定により､ 政府の優

先事項を保障するものだけではなく､ 政府の活動の統制と公の政策の評価のための案件や野党会派

の発案による案件にも､ 優先的な議事日程が組まれることが規定された｡ 政府の優先事項がなおも

多く留保されているとはいえ､ 憲法規定上は､ 議事日程の決定を原則として政府が行うものから国

会自身が行うものに転換した意味は大きい｡

そして､ 立法過程において､ 上記の国会による議事日程の決定 (第��条)､ 委員会の機能の強化

(第��条､ 第��条､ 第��条､ 第��条)､ 両院議長による法律案の不受理の対抗 (第��条)､ 迅速手続

の行使に対する国会側の拒否権の導入 (第��条) など､ これまで政府主導で進められた立法手続に､

国会側の権限が大幅に強化されることになった｡

さらに､ 大統領による文武官の任命に対する国会両院の関与 (第��条第５項)､ 軍事行動に対す

る国会への報告と延長の場合の承認 (第��条)､ 政府活動の統制と公の政策の評価のため調査委員

会の設置 (第���１条)､ など､ 行政府に対する統制の機能が強化された｡

そのうえ､ 国会議員と政府構成員等との兼職禁止に関して､ 議員の補充に関する規定を改正して､

任命時に議員であった政府構成員が､ 政府の職務を離れた場合には､ 議員としての議席を回復する

ことが想定されるものとなった (第��条第２項の改正)｡ これによって､ 議院内閣制における兼職

を事実上容認するのと同様の効果が生じ､ 兼職禁止が大幅に緩和されたものといえる｡

さらには､ 政府が国民議会に提出する信任問題の手続について､ 従前は､ 法律案の法文に関して

責任をかけるものであったが､ 今次の改正によって､ 責任をかける対象としては､ 政府の政策の実

施の基本となる予算法律案と社会保障財政法律案を原則とすることとなり､ 他の政府提出法律案ま

たは議員提出法律案の場合も含めて､ 法案そのものの表決に責任をかけるものとされた (第��条第

３項の改正)｡ また､ 新たに､ 政府は､ 特定の問題について討議の対象となる表明を行うことがで

き､ 責任をかけることなく､ この表明を表決の対象とすることができるものとされた (第�	�１条

の新設)｡

③ 市民の権利保障と参画の拡大に関する改正

市民の権利保障と参画の拡大のための改正としては､ まず､ 公職等への男女の平等参画の強化

(第１条・第３条の改正)､ ならびに､ 多元的な意見の表明と政党等の公正な参加の保障 (第４条の

改正) という点で改正がなされた｡ ｢公職等への男女の平等参画｣ (｢パリテ (
��
��)｣) に関する

規定は､ すでに､ ����年７月８日憲法改正により第３条第５項に新設されていたが､ 本改正によっ

て､ いわば憲法の基本理念を定める第１条の第２項に移設され､ ｢選挙により選ばれる議員職及び

公職｣ に加えて､ あらたに ｢職業的・社会的要職｣ についてもその対象とした｡ 後者に関しては､

｢政党｣ に関する規定である第４条に第３項を新設し､ ｢多元的な意見の表明と政党等の公正な参加

������ ��	�
����
�



��



の保障｣ に関する規定を定めた｡

また､ 法律の規定が憲法上の権利・自由を侵害するとの主張を係争中の裁判の当事者たる市民が

行った場合に､ コンセイユ・デタもしくは破毀院の移送によって付託された憲法院が､ この法律の

規定の合憲性を審査することとなった (第���１条の新設)｡ これによって､ 憲法院の違憲審査は､

従来までの法律施行前の事前審査に加えて､ 施行後の事後審査も対象とすることとなり､ 違憲審査

機関としての憲法院が､ 市民の権利を保障する機関として､ ますます重要な存在となった｡

そして､ 非常事態措置権の発動に関する憲法院の審査 (第��条)､ 国民投票の対象となる議員提

出法律案に対する憲法院による事前の審査 (第��条)､ 政府提出法律案の提出要件の適合性に関す

る憲法院の事前の審査 (第��条) など､ 公権力の行使や立法手続に関して､ 憲法院がその憲法適合

性の判断を求められることが多くなり､ 市民の権利の保障や憲法上の原則の保障を担う役割がより

いっそう増すこととなった｡

さらに､ 司法官職高等評議会 (第��条)､ 経済社会環境評議会 (第��条) が改革され､ また ｢権

利擁護官 (����	�
���
����
����)｣ の制度が設けられた (第���１条の新設) ことによって､

市民の権利保障のための改正が強化された｡

(２) 憲法第���１条の新設と事後的違憲審査制の導入

① ｢憲法院｣ (第７章) に関する規定の改正

����年７月��日の憲法改正によって､ ｢憲法院｣ に関する第７章は､ 以下のような改正が施され

た
(８)

｡ とくに､ 第���１条の規定が新たに設けられたことで､ 具体的な訴訟において当事者の主張に

基づく抗弁によって､ 憲法院による事後的な違憲審査の制度が導入されたことが､ 憲法院にとって

きわめて重大な改正となった｡

(�) 憲法院の構成員の任命手続 ＜第��条の改正＞

第��条は､ ｢憲法院の構成や任命方法｣ に関する規定であり､ その第１項では､ 憲法院が９名の

構成員から成り､ 大統領､ 国民議会議長および元老院議長がそれぞれ３名ずつ任命することが定め

られていたが､ 新たな規定が加えられた｡ すなわち､ 大統領による任命については､ 第��条第５項

の手続が適用されて､ 各議院における権限を有する常任委員会の投票で５分の３以上の反対票がな

いことが必要とされ､ また両議院の各議長による任命については､ 当該議院における権限を有する

常任委員会の意見に従うものとされた｡

このように､ 従来､ ｢憲法院の構成員の任命｣ について､ 大統領､ 国民議会議長および元老院議

長が各々有していた裁量的な任命権は､ それぞれ国会の各議院の意思に拘束されるようになって､

この権限を枠づけるものとなった｡

(�) 国民投票の対象となる議員提出法律案に対する憲法院による事前的違憲審査 ＜第��条の改正＞

第��条は､ ｢憲法院による事前の違憲審査｣ に関する規定であり､ その第１項で､ ｢必要的な違憲

審査｣ の対象として､ 組織法律と議院規則について定められていたが､ 新たに､ 第��条に定める国

民投票の対象となる議員提出法律案についても､ この必要的な事前の違憲審査の対象となることが
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加えられた｡

これまでも､ 国民投票に付託される法律案に対する憲法院の事前の違憲審査の問題は､ 国民投票

にかかわる課題の一つであったが､ この改正によって､ 憲法院の事前審査が制度として定められた

ことは大きな意義を有する｡ しかし､ 議員発案により国民投票の対象となる議員提出法律案のみに

憲法院の違憲審査が限定され､ 従前から問題となっている政府提出法律案に対する事前審査がなお

も除外されているという点では､ 問題点としては残されたままである｡

(�) 違憲の抗弁と憲法院への付託 ＜第���１条の新設＞

｢憲法院による違憲審査｣ は､ 法律の施行以前に行われる事前的な抽象的審査であったが､ 新た

に第���１条の規定が設けられ､ ｢違憲の抗弁｣ による憲法院への移送という方法によって､ 事後的

な違憲審査の制度が導入されることとなった｡

このような制度の導入は､ フランス憲法における違憲審査のあり方を大きく転換するものでもあ

り､ 一般市民の側から､ 具体的事件に関して憲法上の権利・自由を侵害する法律の違憲性を主張す

ることが可能となり､ その合憲性を憲法院が審査することは､ ますます憲法院が憲法裁判所として

の機能を果たしていくことになる｡

なお､ 本条は､ 実施に必要な組織法律が定められて効力を発することになっていたが､ ｢憲法第

���１条の適用に関する����年��月��日組織法律 (第���������号)｣ が定められ､ ����年３月１日

から施行されることになった｡

(�) 憲法院判決の効力 ＜第��条の改正＞

第��条は､ ｢憲法院判決の効力｣ について定める規定であるが､ 第���１条の違憲の抗弁による憲

法院の違憲審査制の導入に伴って､ 改正が施された｡

第１項の規定には､ 新たに ｢第��条に基づいて｣ との文言が加えられて､ 従前の第��条による事

前的な違憲審査による判決の場合の規定とされた｡ そして､ 新たに､ 第２項で､ 第���１条による

違憲の抗弁による事後的な違憲審査による判決の場合の規定が設けられ､ 違憲と判断された規定は､

廃止されるものと定められた｡ また､ 旧第２項の規定は､ 新たに､ 第３項に移設された｡

② 憲法第���１条の新設と第��条の改正による事後的違憲審査制の創設

����年７月��日の憲法改正において､ 違憲の抗弁による憲法院への付託を定める第���１条が新

設されたことによって､ この事後的な違憲審査の場合の判決の効力に関する第��条第２項の新たな

規定とともに､ 憲法院による事後的違憲審査制が､ 第五共和制憲法においてはじめて創設されたこ

とになる｡

憲法第���１条および第��条第２項は､ 次のように定めている
(９)

｡

＜第���１条＞

① 裁判所に係争中の訴訟に際して､ 法律の規定が憲法の保障する権利および自由を侵害してい

ると主張された場合は､ 憲法院は､ 一定の期間内に決定を行うコンセイユ・デタまたは破毀院

からの移送により､ この問題の付託を受けることができる｡
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② 本条の適用の要件は､ 組織法律が定める｡

＜第��条＞

② 第���１条に基づいて違憲と宣言された規定は､ 憲法院の判決の公表以後またはこの判決の

定める期日以後に廃止される｡ 憲法院は､ 当該規定により生じた効力が再検討されるための要

件および範囲を決定する｡

この改正には､ ①訴訟当事者に新たな権利を付与し､ 憲法から導かれる権利の活用を認めること､

②法秩序から違憲の諸規定を排除すること､ ③国内法秩序における憲法の優位性を確保すること､

という３つの目的があると指摘されている
(��)

｡ すなわち､ 一般の市民の立場からすれば､ 訴訟におけ

る当事者として､ 憲法上保障される権利と自由を侵害する法律の規定に対して違憲の主張をするこ

とが可能となり､ 憲法上の権利を裁判において具体的に主張することができるようになったといえ

る｡ また､ 国内法秩序において､ 憲法に違反する法律の規定を廃止して､ 憲法規範の最高法規性を

確保し､ 憲法保障の要請によりいっそう応えるものとなったといえる｡

改正前においては､ すでに施行された法律の憲法適合性について違憲の申立てをすることはでき

なかったが､ この改正によって､ 憲法第���１条に基づいて､ 訴訟の当事者が違憲の申立てをする

新たな権利を有することになった｡ これは､ 法律の規定が憲法により保障される権利や自由を侵害

すると主張することを訴訟の当事者たる者すべてに認められる権利である｡ 第���１条第１項の定

める ｢この問題 (��������	�
��)｣ を受理する諸要件が充足したときに､ コンセイユ・デタまた

は破毀院からの移送によって付託を受けた憲法院が､ ｢この問題｣ を審査し､ その結果によっては

当該法律の規定を廃止とすることが可能になったわけである｡

このように､ 第���１条の新設によって､ 法律の規定に対する事後的な違憲審査制が認められた

こと､ また､ 憲法院に違憲審査の提起を行う者が､ 大統領､ 首相､ 両院議長および��名以上の国会

議員以外に､ 権利・自由を侵害された一般市民にも､ コンセイユ・デタまたは破毀院による付託を

介して､ 拡大されたことは､ 画期的な改革であった
(��)

｡ そして､ 新たな第�
条第２項により､ すでに

施行されている法律の規定が違憲・廃止となることが定められたことは､ きわめて重要な点であり､

この違憲判決の効力の影響のゆえに､ 憲法院自身がその効力を再検討できるための要件と範囲を決

定できるものとされている｡

憲法第���１条第２項の定める組織法律として､ ｢憲法第���１条の適用に関する
���年�
月��日

組織法律 (
������
�号)｣ が制定され
(�
)

､ 
���年３月１日に施行されたが､ 憲法第���１条も､ これ

によって効力を発するものとなった｡
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３. 事後的違憲審査制と ｢合憲性の優先問題｣

(１) ����年��月��日組織法律と ｢合憲性の優先問題｣

① ����年��月��日組織法律の制定と����年��月３日憲法院判決

憲法第���１条第１項の違憲の抗弁による憲法院の事後的違憲審査制は､ 同条第２項により､ そ

の適用の要件について組織法律が定めるものと規定されている｡ 憲法第���１条の適用に関する組

織法律は､ 国民議会および元老院の審議を経て､ ����年��月��日に採択され､ 憲法院に付託された
(��)

｡

付託を受けた憲法院は､ この組織法律の諸規定の全体を審査し､ ����年��月３日に､ ��項目にわ

たる理由を示して､ この組織法律の諸規定を合憲とする判決を下した
(��)

｡ ただし､ この組織法律によっ

て､ ｢憲法院に関する組織法律たる��	�年��月７日オルドナンス第	�����
号｣ に追加されることに

なる､ 第���３条最終項の規定､ 第���５条最終項の規定､ ならびに第���４条と第���７条の規定に

ついて､ 憲法院は解釈上の留保を行い､ この３点の留保を付して合憲としたものである｡

この組織法律は､ 憲法院による合憲判決によって､ ｢憲法第���１条の適用に関する����年��月��

日組織法律 (������	��号)｣ として成立し､ その第５条の規定に基づいて､ ����年３月１日に施行

された｡

② ����年��月��日組織法律の概要

����年��月��日組織法律は､ 全５カ条から成るものであるが､ その主たる目的は､ ｢憲法院に関

する組織法律たる��	�年��月７日オルドナンス第	�����
号｣ の第２編に､ ｢第２章の２ 合憲性の

優先問題について｣ を追加することにある｡ この ｢合憲性の優先問題｣ に関する諸規定は､ 憲法第

���１条の違憲の抗弁による事後的違憲審査制を具体化するものであり､ これら諸規定について定

めた本組織法律の第１条の規定が､ 最も重要な意味を有する｡

この第１条は､ ｢憲法院に関する組織法律たる��	�年��月７日オルドナンス第	�����
号第２編第

２章の後に､ 次のように定められた第２章の２を付け加える｣ として､ ｢合憲性の優先問題につい

て (��
������������������������������������
���)｣ と題された第２章の２に置かれる諸規

定を定めている｡ そして､ この第２章の２においては､ 第１節で ｢コンセイユ・デタまたは破毀院

に属する裁判所に適用される諸規定｣ として､ 第���１条から第���３条までの３カ条の諸規定が､

また第２節で ｢コンセイユ・デタおよび破毀院に適用される諸規定｣ として､ 第���４条から第���

７条までの４カ条の諸規定が､ そして､ 第３節で ｢憲法院に適用される諸規定｣ として､ 第���８

条から第�����条までの５カ条の諸規定が､ 定められている｡

また､ 第２条では､ 行政裁判法典､ 司法組織法典､ 刑事訴訟法典および財務裁判所法典に､ それ

ぞれ ｢合憲性の優先問題｣ に関する諸規定を付け加えるとする諸規定が､ 定められている｡

そして､ 第３条では､ ニュー・カレドニアの地方法律も合憲性の優先問題の対象となり､ 憲法院

に関する組織法律たる��	�年��月７日オルドナンス第���１条から第�����条までの諸規定に従うこ

と､ 第４条では､ 本組織法律の適用の様式が､ ��	�年��月７日オルドナンス第		条および第	�条の

������ ��	�
����
�



	�



要件で定められること､ 第５条では､ 本組織法律の施行期日について､ 定められている｡

③ ����年��月��日組織法律と ｢合憲性の優先問題｣

憲法は､ 新たに設けた第���１条において､ ｢法律の規定が憲法の保障する権利および自由を侵害

していると主張された｣ 案件を ｢この問題 (����������	
�)｣ と規定しているが､ �

�年��月�


日組織法律では､ これを ｢合憲性の優先問題 (�������	
���	
�	��	�����
���	���	
����	��)｣

との文言で定めている｡ 本組織法律が､ この合憲性の問題を ｢優先｣ 的としたのは､ 合憲性の問題

が第一審裁判所もしくは控訴院で提起された場合には､ 直ちに審査されなければならないという点

で､ また､ 法律の憲法適合性の問題 (違憲の抗弁) と､ 法律の国際協約適合性の問題 (国際協約違

反性の抗弁) とを同時に申立てる請求を裁判所が受けた場合には､ なによりもまず合憲性の問題を

審査しなければならないという点で､ 優先的な性格をもつものとされたからである
(��)

｡

かくして､ 憲法第���１条および�

�年��月�
日組織法律を根拠として､ すべての者は､ 訴訟に

際して､ 法律の規定と憲法との矛盾の問題を提起することができるようになった｡ この ｢合憲性の

優先問題｣ は､ すべての裁判所において､ 訴訟手続のあらゆる段階において､ 提起することが可能

であり､ コンセイユ・デタまたは破毀院に送付され､ 移送の基準が充足されているか確認された後

に､ 憲法院に移送されて､ 法律の規定の合憲性の唯一の判断機関である憲法院が､ 審査の結果によっ

ては､ 当該規定を違憲として廃止することができるというものである
(��)

｡

(２) ����年��月��日組織法律による����年��月７日オルドナンスの修正とその内容

�

�年��月�
日組織法律の第１条は､ ｢憲法院に関する組織法律たる����年��月７日オルドナン

ス (第����
��号)｣ 第２編に､ ｢合憲性の優先問題について｣ と題された ｢第２章の２｣ を新たに

付け加えるものである｡ したがって､ �

�年��月�
日組織法律の施行によって､ ����年��月７日オ

ルドナンスは､ 第２編第２章の２に ｢合憲性の優先問題｣ に関する諸規定を含むことになった｡ そ

れは､ 第���１条から第�����条までの��カ条であり､ 以下のような内容をもつものである｡

① コンセイユ・デタまたは破毀院に属する裁判所に適用される諸規定 (第���１条～第���

３条)

〈�〉第���１条について
(��)

＜第���１条＞

① コンセイユ・デタまたは破毀院に属する裁判所において､ 法律の規定が憲法によって保障さ

れる権利および自由を侵害しているとする申立ては､ 受理できない場合でない限り､ 理由を付

した個別の書面によって提示される｡ この申立ては､ 上訴の場合において初めて提起すること

ができる｡ それは､ 職権で行うことはできない｡
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② 破毀院に属する裁判所において､ 検察官が訴訟の当事者でないときは､ その意見を述べるこ

とができるように､ 申立てが提起されたならば直ちに当該事件は検察官に通知される｡

③ 申立てが刑事予審で提起される場合には､ 第二審の予審裁判所がそれを付託される｡

④ 申立ては､ 重罪院においては提起することができない｡ 第一審で重罪院によって下された判

決に対する控訴の場合には､ 申立ては､ 控訴の申出を伴った書面によって提起することができ

る｡ この書面は､ 直ちに破毀院に送付される｡

(�) ｢合憲性の優先問題｣ が提起される裁判所

第���１条は､ ｢合憲性の優先問題｣ が提起される裁判所について定めるものである｡

本条は､ 広く一般的に定めており､ 予審裁判所ならびに判決裁判所､ 特別裁判所ならびに普通法

裁判所をも含めている｡ しかし､ 本条の規定から､ 合憲性の優先問題が提起される裁判所は､ コン

セイユ・デタまたは破毀院に属する裁判所でなければならないので､ コンセイユ・デタを最高裁判

所とする行政裁判所の系統に属するものや､ 破毀院を最高裁判所とする司法裁判所の系統に属する

ものが対象となる｡ したがって､ この系列に属さない権限裁判所 (������	
��
����
��
) や高

等仲裁院 (����
�����������	�����	��) は､ 本条の対象外として除外されることになる｡

また､ 本条の第４項で､ 重罪院においては､ 合憲性の優先問題を提起することができないと定め

られている｡ この点について､ 憲法院は､ このような制約が憲法���１条に反しないと判断してい

る (����年��月３日憲法院判決第��理由)｡

(�) ｢法律の規定｣ の意味

｢合憲性の優先問題｣ において､ 合憲性判断の対象となるのは､ 本条および憲法第���１条の規

定の文言によれば､ 憲法によって保障される権利および自由を侵害する ｢法律の規定 (�����
���


�����
���

	����)｣ である｡

ここで､ ｢法律の規定｣ とは､ 立法権を有する機関により採択された法文であり､ 実質的には国

会によって可決された法文である｡ したがって､ ｢法律｣ 的価値を有する法令は､ 国会により追認

されたオルドナンス (憲法第��条第２項) も含めて､ その対象となる｡

この点で､ ｢組織法律｣ に関して､ 憲法院の設置以降に制定された組織法律は､ 憲法第��条の適

用により､ その規定全体について必要的に憲法院に付託されてきたので､ 本条の審査の対象とはな

りえないが､ 第���２条に定められた ｢事情の変更｣ の場合には､ 例外的に扱われることが想定さ

れる｡

また､ ｢国民投票により採択された法律 (
����������	���)｣ に関して､ 憲法院は､ 憲法第��条

による事前的な違憲審査について､ ｢もっぱら国会により可決された法律｣ を対象としており､ ｢国

民投票の結果フランス人民により採択され､ 国民主権の直接的な表明である法律｣ を対象とはして

いないと判示 (����年��月６日判決第�����号)
(��)

していることから､ 論理的には､ 第���１条の事後

的違憲審査の場合においても､ その対象から除外されると考えられる｡

そして､ 憲法第���１条の ｢法律の規定｣ との文言は､ ｢地方法律 (
�����	�
)｣ を含むと解

され､ 本組織法律により修正された����年��月７日オルドナンス第���８条第２項は､ ニュー・カ
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レドニアの地方法律も対象とすることを明示的に認めている｡

(�) ｢権利および自由｣ の意味

本条は､ 憲法第���１条の規定と同様に､ ｢法律の規定｣ が憲法によって保障される ｢権利および

自由｣ を侵害する場合に､ ｢合憲性の優先問題｣ を提起できると定めている｡

したがって､ ｢法律の規定｣ の実体的な合憲性について審査するものであり､ 法律の制定手続に

おける違法性の問題や法律による命令制定権の侵害というような手続的な合憲性の問題は､ その対

象とはならない｡

また､ 第五共和制憲法には､ そもそも ｢権利および自由｣ を定める人権規定が存在せず､ 前文で

����年人権宣言や����年憲法前文等に言及しているにすぎないことから､ 憲法によって保障される

｢権利および自由｣ の内容や保障範囲が明確でないという問題がある｡ しかし､ この点については､

前文で言及されている����年人権宣言や����年憲法前文等が憲法規範としての内容をなすものと解

され､ 憲法院も､ ����年代以降の判例において､ 憲法判断に際しての基準となる憲法規範として､

いわゆる ｢憲法ブロック (�	
���
	������������������) を明らかにして､ その内容を拡大して

きた
(��)

｡ したがって､ ｢憲法によって保障される権利および自由｣ とは､ この ｢憲法ブロック｣ の内

容と解される憲法規範､ すなわち､ ① ｢����年��月４日憲法｣､ ②����年��月４日憲法前文が言及

する法文 (｢����年人権宣言｣､ ｢����年憲法前文｣ および����年憲法前文が言及する ｢共和国の諸法

律によって承認された基本原理｣)､ ③����年環境憲章､ において表明されている権利や自由である
(��)

｡

(�) ｢理由を付した個別の書面｣ の要件

本条は､ 合憲性の優先問題を裁判所が受理するための唯一の形式的な要件を定めている｡ すなわ

ち､ 第１項では､ 法律の規定が憲法によって保障される権利および自由を侵害しているとする申立

ては､ ｢理由を付した個別の書面 (�������
�������	�������)｣ で提示されなければならない､

と定めている｡

この要件は､ 実際の手続において､ 合憲性の優先問題の迅速な取扱いを保障し､ その結果 ｢優先｣

的な性格を確保するものとなる｡ 憲法院は､ そもそも法律の合憲性を判断する機関であって､ 合憲

性の優先問題が提起された本案の訴訟については裁判権を有するものではない｡ 憲法院が､ 合憲性

の優先問題について審査する際にも､ この ｢理由を付した個別の書面｣ に基づいて判断することに

なる｡

この点で､ 憲法院は､ ｢合憲性の優先問題が提起された訴訟について裁判する権限を有しないの

で､ この合憲性の優先問題に関する趣意書ならびに申立書として ｢理由を付した個別の｣ 書面もし

くは文書のみが､ 憲法院に移送されなければならない｣ (����年��月３日憲法院判決 第��理由)

と判示しており､ この書面の提出が手続上すべての段階で適用されることを前提としている｡

｢理由を付した個別の書面｣ の提出が手続上欠落している場合など､ 補足的な手続の準則は､ ��

��年２月��日デクレ (��������号) が､ 具体的な定めをしている｡

(�) 合憲性の優先問題の ｢申立て｣

本条は､ 合憲性の優先問題を ｢申立て (�	���	�)｣ と規定しているが､ ｢合憲性の優先問題｣

は､ 訴訟そのものの訴因ないし主目的を成すものではなく､ 当事者の主張の一つに依拠した法的な
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理由となるものである｡ したがって､ ｢合憲性の優先問題｣ は､ 当事者の要求に基づいて提起され､

憲法院に付託されるまでは､ 訴訟そのものに付随する申立てにすぎないが､ 第���９条により､ 憲

法院への付託の時から､ 訴訟に付随するものではなく独立した案件となる｡

この ｢申立て｣ は､ ｢合憲性の優先問題｣ が純粋に法的な申立理由であることから､ 当事者が､

上訴の場合においてはじめて提起することができるものであるが､ 裁判官が提起することはできな

いとされる｡ 裁判官に職権で取り上げることを認めないという本条第１項の規定は､ 市民に新たな

権利を付与し､ これを行使する自由を認めるという����年憲法改正の目的に対応するものでもある｡

本条を含めて､ 本組織法律は､ ｢合憲性の優先問題｣ の提起について､ いかなる期限も設けてお

らず､ この申立ては､ 審理の過程のいかなる時においても提起することができると解される｡

〈�〉第���２条について
(��)

＜第���２条＞

① 裁判所は､ コンセイユ・デタまたは破毀院への合憲性の優先問題の移送について､ 理由を付

した判決によって､ 直ちに裁決する｡ この移送は､ 次の要件を満たす場合に､ 行われる｡

(�) 申立てられた規定が訴訟ないし訴訟手続に適用可能であるか､ または訴追の基礎であるこ

と

(�) 事情変更がある場合を除いて､ 当該規定が､ 憲法院判決の理由および主文において､ すで

に合憲と宣言されたものでないこと

(�) [合憲性の優先] 問題が重大な性質を欠いていないこと

② 裁判所は､ 一方では憲法により保障された権利および自由に､ 他方ではフランスが締結した

国際協約に､ 法律の規定が適合しているかどうかについての申立てを提起されたときには､ 訴

訟のいかなる段階においても､ コンセイユ・デタまたは破毀院への合憲性の優先問題の移送に

ついて､ 優先して判断しなければならない｡

③ [合憲性の優先] 問題の移送に関する判決は､ その宣告から８日以内に､ 当事者の趣意書また

は申立書とともに､ コンセイユ・デタまたは破毀院に､ 送付される｡ この判決には､ いかなる

上訴も認められない｡ [合憲性の優先] 問題の移送を拒否する判決は､ 訴訟の全部または一部

を解決する判決に対する上訴の場合においてしか､ 異議を申立てることができない｡

(�) ｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所がコンセイユ・デタまたは破毀院への移送を裁決

する期間

第���２条は､ ｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所が､ コンセイユ・デタおよび破毀院にこ

の問題を移送するか否か裁決するための期間を明確には設けていないが､ 本条第１項は､ ｢直ちに

(����	�
��)｣ 裁決すると定めている｡ ｢直ちに｣ とは､ 一定の期間内に判決を行うというものは

ではなく､ 可能な限り素早く判断するという趣旨である｡

憲法���１条は､ コンセイユ・デタおよび破毀院の裁決の場合について､ ｢一定の期間内に｣ と規
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定しているのみで､ 提起された裁判所の裁決の場合には触れておらず､ 組織法律に広範な裁量を与

えていると解される｡ この点について､ 憲法院は､ 組織法律における期間の定めの欠落を違憲とは

判断しなかった｡

(�) コンセイユ・デタまたは破毀院への移送の要件

本条第１項よれば､ ｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所がコンセイユ・デタまたは破毀院

へ移送する要件として､ ３つ挙げられており､ ３つとも充足されることが必要である｡

第１の要件は､ ｢申立てられた規定が訴訟ないし訴訟手続に適用可能であるか､ または訴追の基

礎であること｣ (第１号) という基準である｡ すなわち､ 当該規定が具体的な係争ないし紛争と関

係していることが必要とされている｡

第２の要件は､ ｢事情変更がある場合を除いて､ 当該規定が､ 憲法院判決の理由および主文にお

いて､ すでに合憲と宣言されたものでないこと｣ (第２号) という基準である｡ すなわち､ 当該規

定がすでに憲法院の判決により合憲と判断されていないことが必要とされている｡ ただし､ ｢事情

変更がある場合｣ には､ 合憲と判断されたものについても､ 移送の対象となりうることになる｡

第３の要件は､ ｢[合憲性の優先] 問題が重大な性質を欠いていないこと｣ (第３号) という基準

である｡ この基準を置くことによって､ 抽象的な問題や時間稼ぎのための問題を提起するというこ

とを回避することができると解されている｡

｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所は､ 移送するか否かの裁決をするに際して､ 以上の３

つの要件が充足されているか否か判断することだけが求められることになる｡ また､ 移送しないと

の判決の場合には､ 特別の理由付けが必要とされ､ いかなる要件が充たされていないのか､ その理

由も含めて示す必要がある｡

(�) 国際協約適合性の問題に対する憲法適合性の問題の優先

本条第２項により､ 憲法適合性の問題と国際協約適合性の問題をともに提起された裁判所は､ フ

ランスが締結した国際協約との法律の適合性に関する申立ての前に､ 憲法との適合性に関する申立

てについて､ 審査しなければならない｡ この規定は､ この両者の問題に関する曖昧さを避けるため

に､ ｢合憲性の優先問題｣ を先に審査することを明確にして､ まさに合憲性の問題の ｢優先的｣ 性

格を確認するものである｡

憲法適合性の問題と国際協約適合性の問題がともに提起された場合に､ 裁判所がそのどちらの審

査を先に行うのか裁量的に判断することができるとすれば､ 後者の審査を先に行った場合､ 申立て

られた法律が国際協約に適合するとの論理によって､ 憲法適合性の申立ても退けられるとの理由で､

合憲性の問題の移送を拒否することが可能となり､ 事後的な違憲審査制そのものを否定することに

なりかねない｡ そもそも､ 事後的な違憲審査制の創設は､ フランス法秩序の頂点に憲法を位置づけ

ることを目的としたものであり､ 憲法が保障する権利および自由に適合しない法律の規定を無効と

する権限を､ 憲法院に付与したものである｡ 新たに導入された事後的違憲審査制も含めて､ 憲法院

への違憲審査制度の集中は､ 違憲な法律の規定を廃止とすることによって､ 人権の保障を確保する

ものであり､ 司法裁判所や行政裁判所による国際協約適合性に対する審査に対して､ 憲法院による

憲法適合性の審査を優越させるというものである｡
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本条第２項は､ 国内法秩序においては､ 憲法が法規範の階層性の最上位にあることをふまえて､

法規範の階層性から導き出されているものであり､ その結果､ 憲法適合性の問題と国際協約適合性

の問題について､ 憲法院とコンセイユ・デタおよび破毀院との適切な役割分担を示しているもので

もある｡ 憲法院は､ 憲法第���１条によって､ 事後的違憲審査の役割も含めて､ その憲法裁判所と

しての機能を強化されたが､ 法律の国際協約適合性を判断する裁判所ではない｡ それに対して､ コ

ンセイユ・デタおよび破毀院は､ 法律の国際協約適合性を判断する役割を担う最高裁判所であるが､

憲法上､ 法律の憲法適合性の判断をするものではない｡

(�) ｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所による移送または不移送の判決

第���２条は､ ｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所が行う移送または不移送の判決に関して､

いくつかの明示的な規定を含んでいる｡

第１項によれば､ 移送または不移送を決定する判決には､ 理由が付されなければならない｡ ただ

し､ この判決は､ 移送するか否かの裁決に際しての３つの要件に準拠して判断されるものであるか

ら､ その理由も､ この３つの要件とのかかわりで示されるものにすぎないことになる｡

また､ 第３項によれば､ この判決に対しては､ いかなる上訴も認められず､ 移送を拒否する判決

に対しては､ 本案訴訟を解決する判決に対する上訴においてのみ､ 異議を申立てることができるに

すぎない｡

そして､ 裁判所が移送するか否かについてひとたび判決をしたならば､ 当該訴訟において､ その

｢合憲性の優先問題｣ は､ 裁判所により再び審査の対象となることはない｡ とくに､ 移送を拒否す

る判決は､ 事後において､ 本案訴訟の裁判所を拘束することとなり､ 本案訴訟を解決する判決につ

いても､ 当該裁判所による移送を拒否する判決が適用されることになる｡

〈�〉第���３条について
(��)

＜第���３条＞

① [合憲性の優先] 問題が移送されたとき､ 裁判所は､ コンセイユ・デタもしくは破毀院の判

決､ または憲法院に付託された場合にはその判決を受領するまで､ 判決することを延期する｡ 予

審裁判の進行は中断されず､ 裁判所は､ 必要な仮の措置または保全措置を講ずることができる｡

② ただし､ 何人も､ 訴訟を理由として自由を奪われているとき､ および訴訟が自由を剥奪する

措置を終わらせる目的があるときには､ 判決することは延期されない｡

③ 法律または規則が一定の期間内にまたは緊急に判決することを規定している場合には､ 裁判

所は､ 合憲性の優先問題に関する判決を待つことなく､ 同様に､ 判決することができる｡ 第一

審の裁判所が待つことなく判決をした場合､ およびその判決に対して控訴がなされた場合には､

控訴裁判所は､ 判決することを延期する｡ ただし､ 控訴裁判所がみずから一定の期間内にまた

は緊急に判決するべき場合には､ 判決することを延期しないことができる｡

④ さらに､ 判決の延期が､ 当事者の諸権利について回復することのできない､ または明らかに

過重な結果を生ぜしめる危険があるときには､ 当該問題を移送することを決定した裁判所は､
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直ちに解決すべき争点について､ 判決することができる｡

⑤ 原審の裁判官が､ コンセイユ・デタもしくは破毀院の判決､ または憲法院に付託された場合

に憲法院の判決を待つことなく､ 判決をして､ 破毀申立てがなされた場合には､ 合憲性の優先

問題について判決がなされるまで､ 破毀申立てに係るすべての判決は､ 延期される｡ 当事者が

訴訟を理由として自由を奪われているとき､ および法律が一定の期間内に破毀院が判決するこ

とを規定しているときには､ この限りではない｡

(�) ｢合憲性の優先問題｣ の移送による判決の延期

第���３条は､ ｢合憲性の優先問題｣ の移送により裁判所が判決の延期を行うことについての一般

原則とその例外を定めている｡

第１項によれば､ ｢合憲性の優先問題｣ を移送した裁判所は､ コンセイユ・デタもしくは破毀院

の判決､ または憲法院に付託された場合には憲法院の判決を受け取るまで､ 本案の訴訟について判

決を延期しなければならない｡ これが一般的な原則であるが､ 予審裁判の進行は中断されず､ 裁判

所は､ 必要な仮の措置または保全措置を講ずることができるとされている｡ ただし､ このような原

則に対しては､ 絶対的な例外の場合と任意的な例外の場合の２つの例外が定められている｡

(�) 判決の延期に対する絶対的な例外の場合

第２項は､ 何人も､ 訴訟を理由として自由を奪われているとき､ および訴訟が自由を剥奪する措

置を終わらせる目的があるときには､ 裁判所は判決を延期することはできないと規定して､ 判決の

延期という一般原則に対して､ 延期が許されない絶対的な例外の場合を定めている｡

このような例外は､ 自由の剥奪がなされている場合に､ これを終わらせることになる判決を遅ら

せてはならないという趣旨から､ 正当化されるものと解されている｡

(�) 判決の延期に対する任意的な例外の場合

第３項によれば､ 法律または規則が一定の期間内にまたは緊急に判決することを規定している場

合には､ 裁判所は､ 延期することなく､ 判決することができると定めている｡ これが､ 裁判所の任

意による例外の第一の場合である｡

実際に､ いくつかの法律の規定は､ 第一審､ 控訴審､ 破毀審の裁判官に､ 一定の期間内に判決す

ることを課しており､ このような場合には､ 判決の延期をしないことが正当と思われる｡ しかし､

第３項前段の規定は､ 裁判官に､ この期間を尊重せずに､ 判決の延期をする可能性を認めている｡

とくに､ 申立てられた法律が強度の違憲性を示していると裁判官が思料する場合には､ 裁判官は､

判決するに際して､ 合憲性の問題に対する回答を待つことを選択する可能性が高いことになる｡

また､ 第４項によれば､ 判決の延期が､ 当事者の諸権利について回復することのできない､ また

は明らかに過重な結果を生ぜしめる危険がある場合には､ 直ちに解決すべき争点について､ 判決す

ることができると定めている｡ これが､ 裁判所の任意による例外の第二の場合である｡

(�) 上訴裁判所による判決の延期

｢合憲性の優先問題｣ をコンセイユ・デタまたは破毀院に移送した裁判所が､ 判決することを延

期しなかったとき､ 控訴裁判所または破毀裁判所が判決の延期をすることになる｡
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第３項後段によれば､ 第一審の裁判所が延期することなく判決をして､ 控訴がなされた場合には､

控訴裁判所は､ 判決することを延期しなければならない｡ ただし､ 控訴裁判所がみずから一定の期

間内にまたは緊急に判決するべき場合には､ 判決することを延期しないことができる｡

また､ 第５項前段によって､ 原審の裁判所が延期することなく判決をして､ 破毀申立てがなされ

た場合には､ コンセイユ・デタまたは破毀院は､ 合憲性の優先問題について判決がなされない限り

は､ 破毀申立てに対する判決を延期しなければならない｡ ただし､ この準則には例外が定められて

いる｡ 第５項後段によれば､ 当事者が訴訟を理由として自由を奪われているとき､ および法律が一

定の期間内に破毀院が判決すべきことを規定しているときには､ 破毀院は､ 憲法院に付託された場

合に憲法院の判決を待つことなく､ 判決をしなければならないとされる｡ しかし､ 憲法院は､ この

例外には､ 合憲性の判断に関する判決を待つことなく､ 訴訟が終局的に解決されることになってし

まう点に支障があることを指摘して､ 解釈上の留保を行った (����年��月３日憲法院判決 第��理

由)｡

② コンセイユ・デタおよび破毀院に適用される諸規定 (第���４条～第���７条)

〈�〉第���４条について
(��)

＜第���４条＞

第���２条または第���１条第４項で規定された移送を受領してから３か月以内に､ コンセイユ･

デタまたは破毀院は､ 合憲性の優先問題を憲法院に移送することについて裁決を行う｡ この移送は､

第���２条 [第１項] 第１号および第２号に規定された要件が充たされ､ この問題が新たなものか､

または重大な性質を示すものであるときに､ 行われる｡

(�) コンセイユ・デタおよび破毀院による裁決の期間

第���４条は､ ｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所がこの問題を移送する場合 (第���２条

の場合)､ または重罪院の判決に対する控訴の宣言の際に提起された ｢合憲性の優先問題｣ の場合

(第���１条第４項の場合) におけるコンセイユ･デタおよび破毀院の役割について定めるものである｡

本条は､ コンセイユ･デタおよび破毀院が ｢合憲性の優先問題｣ の移送を受領してから３か月以

内に裁決を行うことを定めており､ 憲法第���１条の規定 (｢一定の期間内に決定を行うコンセイユ・

デタまたは破毀院｣) は､ このようにして尊重され､ 具体化されている｡

(�) 憲法院への移送の要件

本条は､ コンセイユ･デタおよび破毀院による ｢合憲性の優先問題｣ の憲法院への移送の要件と

して､ ３つの要件を定めている｡

第���２条第１項で規定された裁判所によるコンセイユ･デタまたは破毀院への移送に関する３つ

の要件のうち､ 第１号および第２号に規定された２つの要件 (申立てられた規定が訴訟に適用され

るものであること､ 当該規定が憲法院によりすでに合憲との宣言がなされていないこと) は同一の
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ものであるが､ 第３の要件は､ 第���１条第１項第３号に規定された要件 (重大な性質を欠いてい

ないこと) とは若干異なっており､ ｢合憲性の優先問題｣ が ｢新たなものか､ または重大な性質を

示すもの｣ であるときに移送される､ というものである｡

(�) 移送のための第３の要件

憲法院への移送の第３の要件は､ ｢合憲性の優先問題｣ が ｢重大な性質を示すもの｣ (第１の基準)

であるか､ ｢新たなもの｣ (第２の基準) であるときに移送されるとする要件である｡

｢重大な性質を示すもの｣ という第１の基準は､ 第���２条第１項第３号で規定された裁判所に

よるコンセイユ･デタまたは破毀院への移送の第３の要件 (｢重大な性質を欠いていないこと｣) に

きわめて類似しているが､ 本条の場合の要件のほうが､ ｢重大な性質｣ であることの要請が強くなっ

ている｡ これよって､ コンセイユ･デタおよび破毀院が､ それぞれ最高裁判所としての機能を果た

すために､ ｢合憲性の優先問題｣ の憲法院への移送について､ いわばフィルターとしての役割を演

ずることが可能となる
(��)

｡

また､ ｢新たなもの｣ という第２の基準は､ 申立てられた法律の規定について ｢新たな問題｣ か

どうか評価されるというものではなく､ この法律の規定が違反しているとされる憲法の規定に関し

て ｢新たな問題｣ かどうか評価されるべきものと解される｡ そうでなければ､ 憲法院により審査さ

れていなかった ｢合憲性の優先問題｣ はすべて､ つねに ｢新たなもの｣ となってしまうことになる｡

この想定は､ 未だ適用されてこなかった憲法の規定の場合を､ とくに環境章典のような最近のもの

について､ 対象としているものであると解することができる｡

｢重大な性質｣ の基準との選択になっている ｢新たなもの｣ の基準は､ 提起された ｢合憲性の優

先問題｣ のうち､ 最終的に憲法院により解決させることが妥当といえるものが､ ｢新たな問題｣ と

性格付けられるものである｡ したがって､ この ｢新たなもの｣ の基準は､ 合憲性の問題を憲法院に

付託する利益について判断する権限をコンセイユ・デタおよび破毀院に付与したものといえる｡ か

くして､ 憲法院は､ 第���１条の範囲では､ 法律の規定の合憲性を審査するにとどまらず､ 憲法の

統一的な解釈を確保することも要請され､ 憲法の解釈という役割を強化されている｡

〈�〉第���５条について
(��)

＜第���５条＞

① 法律の規定が憲法によって保障される権利および自由を侵害しているとする申立ては､ 破毀

における最初の審理も含めて､ コンセイユ・デタまたは破毀院における審理に際して､ 提起す

ることができる｡ この申立ては､ 受理できない場合でない限り､ 理由を付した個別の書面によっ

て提示される｡ それは､ 職権で行うことはできない｡

② コンセイユ・デタもしくは破毀院は､ 一方では憲法により保障された権利および自由に､ 他

方ではフランスが締結した国際協約に､ 法律の規定が適合しているかどうかについての申立て

を提起されたときには､ 訴訟のいかなる段階においても､ 憲法院への合憲性の問題の移送につ

いて､ 優先して判断しなければならない｡
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③ コンセイユ･デタもしくは破毀院は､ 申立ての提起から３か月以内に､ 判決を行う｡ 憲法院

は､ 第���２条 [第１項] 第１号および第２号に規定された要件が満たされ､ 合憲性優先問題

が新たなものか､ または重大な性質を示すものであるときに､ 合憲性の優先問題について付託

される｡

④ 憲法院に付託されたとき､ コンセイユ・デタまたは破毀院は､ 憲法院が判決をするまで､ 判

決することを延期する｡ 当事者が訴訟を理由として自由を奪われているとき､ および法律が一

定の期間内に破毀院が判決することを規定しているときには､ この限りではない｡ コンセイユ・

デタまたは破毀院が緊急に判決をすべきときには､ 判決することを延期しないことができる｡

(�) コンセイユ・デタおよび破毀院における ｢合憲性の優先問題｣ の提起

第���５条は､ コンセイユ・デタまたは破毀院において直接に提起される ｢合憲性の優先問題｣

に関する規定である｡ 第１項は､ 第���１条第１項と同様に､ ｢合憲性の優先問題｣ が純粋に法的な

申立てであることを示している｡

(�) ｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所に関する準則の適用

本条は､ ｢合憲性の優先問題｣ を提起された裁判所において適用される準則を､ コンセイユ・デ

タまたは破毀院においても適用している｡ 具体的には､ 理由を付した個別の書面の要請､ 国際協約

適合性の申立てに対する ｢合憲性の優先問題｣ の優先的な取扱い､ 判決までの３か月の期間､ 憲法

院への移送の要件､ 移送の際の判決延期の一般原則などである｡

(�) 判決の延期の一般原則と例外

本条第４項では､ コンセイユ・デタおよび破毀院による判決の延期の一般原則と例外を定めている｡

コンセイユ・デタまたは破毀院は､ ｢合憲性の優先問題｣ を憲法院に移送した場合には､ 憲法院

がその判決をするまで､ 判決することを延期するのが原則である｡ ただし､ ｢当事者が訴訟を理由

として自由を奪われているとき､ および法律が一定の期間内に破毀院が判決することを規定してい

るとき｣ は､ 判決の延期はなされない｡ また､ ｢コンセイユ・デタまたは破毀院が緊急に判決をす

べきとき｣ は､ 延期せずに判決することが可能である｡

コンセイユ・デタおよび破毀院が延期せずに判決をした場合には､ 第���３条第５項の場合と同

様に､ 憲法院が､ 付託された ｢合憲性の優先問題｣ について未だ判断をしていないのに､ 判決がな

され､ 訴訟が終局的に解決されることになってしまうという支障が生ずる｡ 憲法院は､ この点につ

いて､ 第���５条第４項の最後の２つの文に対して､ 第���３条について行った解釈上の留保を再び

行った (����年��月３日憲法院判決 第��理由)｡

〈�〉第���６条について

第���６条は､ 破毀院における手続を定めた規定であったが､ ｢憲法第��条の適用に関する����年

７月��日組織法律 (��������号)｣
(��)

の第��条によって廃止された｡
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〈�〉第����条について
(��)

＜第���７条＞

① 憲法院に付託する旨のコンセイユ･デタまたは破毀院の理由を付した判決は､ 当事者の趣意

書または申立書とともに､ 憲法院に送達される｡ コンセイユ･デタまたは破毀院が､ 合憲性の

優先問題を憲法院に付託しないとの判決をした場合には､ 憲法院は､ 理由を付した判決の写し

を受領する｡ コンセイユ･デタまたは破毀院が､ 第���４条および第���５条で定められた期間

内に判決を行わなかった場合には､ 当該問題は憲法院に移送される｡

② コンセイユ･デタまたは破毀院の判決は､ その宣告の８日以内に､ 合憲性の優先問題を移送

した裁判所に伝達され､ 当事者にも送達される｡

(�) コンセイユ・デタまたは破毀院の判決

第���７条は､ ｢合憲性の優先問題｣ を憲法院に付託するか否かについて判断したコンセイユ･デ

タまたは破毀院の判決に関する規定である｡

本条第１項により､ 憲法院に付託する旨の判決については､ 理由が付され､ 当事者の趣意書また

は申立書とともに憲法院に送達されるが､ 付託しないとの判決については､ 理由を付した判決の写

しを憲法院は受領することになる｡

また､ 第２項により､ 判決は､ ８日以内に､ ｢合憲性の優先問題｣ を移送した裁判所に伝達され､

当事者にも送達されることになる｡

(�) ３か月の期間内に判決を行わなかった場合の措置

本条第１項は､ コンセイユ･デタまたは破毀院が､ 第���４条および第���５条で定められた期間

内に､ すなわち３か月の期間内に､ 判決を行わなかった場合には､ ｢合憲性の優先問題｣ は憲法院

に移送されると定めている｡

当該規定は､ ３か月の期間内に判決を行わなかった場合の措置について具体的に定めており､ こ

の場合には､ ｢合憲性の優先問題｣ は､ 自動的に憲法院に移送されることになる｡

③ 憲法院に適用される諸規定 (第���８条～第�����条)

〈�〉第���８条について
(��)

＜第���８条＞

① 本章の諸規定を適用して付託された憲法院は､ 直ちに､ 共和国大統領､ 首相､ 国民議会議長

および元老院議長に通知する｡ これら通知を受けた者は､ 憲法院に付託された合憲性の優先問

題に関する所見を､ 憲法院に送達することができる｡

② ニュー・カレドニアの地方法律の規定が合憲性の優先問題の対象となっているときは､ 憲法

院は､ ニュー・カレドニアの政府代表､ 議会議長および各州議会議長にも､ 同様に通知する｡
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(�) 憲法院による関係各機関への通知と所見の提出

第���８条は､ 憲法院が ｢合憲性の優先問題｣ を付託されたとき､ 関係する各機関にこれを通知

することを定めているものである｡ 第１項では､ 共和国大統領､ 首相､ 国民議会議長および元老院

議長にその情報提供を保障するものであり､ 第２項では､ ニュー・カレドニアの地方法律の規定が

合憲性の優先問題の対象となっている場合は､ ニュー・カレドニアの政府代表､ 議会議長および各

州議会議長にも情報提供を保障するものである｡

また､ 通知を受けた共和国大統領､ 首相､ 国民議会議長および元老院議長は､ 憲法院に付託され

た合憲性の優先問題に関する所見を憲法院に提出することができる｡

(�) 憲法院内部規則と所見の取扱い

憲法院は､ ｢合憲性の優先問題｣ の取扱いについて､ ｢合憲性の優先問題について憲法院で執るべ

き手続に関する内部規則 (��������	
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���
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�
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(��)

を自ら定めている｡

本規則の第１条によれば､ 憲法院は､ ｢合憲性の優先問題｣ を憲法院に付託したコンセイユ・デ

タまたは破毀院の判決を､ 当事者および本組織法律第���８条に言及された関係各機関に通知する

ものと定めている｡ そして､ この通知には､ 当事者もしくは関係各機関が､ 文書による所見､ 場合

によっては､ 所見に準拠した書証を提出できる期限が言及されている｡ したがって､ ここで示され

た期限より後に提出された所見および書証は､ 憲法院における審理の手続には載らないことになる｡

さらに､ 審理の第二段階において､ 第一の所見の写し､ 場合によっては､ この所見に基づく書証

は､ 当事者および関係各機関に送達され､ 各機関は､ 新たに定められた期限までに所見を提出する

ことができる｡ この第二の所見は､ 第一の所見に対する返答についてのみ対象とすることができる｡

第二の所見の写しは､ 同じく､ 当事者および国家機関に送達されることになる｡

(�) 電子的方法による通知

本規則第３条によれば､ 通知に関して憲法院が採用した原則は､ 審理の過程では､ すべての証書

および書証ならびに召喚状もしくは出頭命令書は､ 電子的方法によって送達されるというものであ

る｡ そのために､ すべての当事者は､ この送達が憲法院に効果的になされるために､ 電子アドレス

を憲法院に知らせておく必要がある｡

この原則に対しては､ 一つの例外が定められ､ 手続の対審的性格の必要性と保障のために､ 憲法

院は､ その他の送達方法､ とくに受領証を伴う書状の発送という方法を利用することができる｡

(�) 手続の対審的性格

本規則第６条によって､ 憲法院が､ 審理の必要性から弁論を行うことを決定したときには､ 対

審による方法が適用されることになる｡ その場合､ 当事者および関係各機関は､ 弁論に出廷するこ

とを要請される｡ さらに､ 当事者および関係各機関は､ その所見を提出するため一定の猶予期間を

与えられることになる｡
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〈�〉第���９条について
(��)

＜第���９条＞

憲法院が合憲性の優先問題を付託されたときは､ 当該問題が提起された訴訟自体が何らかの理

由で消滅しても､ 当該問題の審理に影響を及ぼすものではない｡

(�) 憲法院への付託による ｢合憲性の優先問題｣ の独立した性格の獲得

第���９条は､ 裁判所またはコンセイユ・デタもしくは破毀院において本案訴訟に関して提起さ

れた ｢合憲性の優先問題｣ が憲法院に付託された場合には､ 本案訴訟とは別個の独立した案件の問

題として憲法院で取り扱われることを前提とした規定であり､ この ｢合憲性の優先問題｣ が憲法院

に係属した場合は､ 本案訴訟とは関係なく､ 憲法院がその合憲性について審査することを明らかに

したものである｡

したがって､ コンセイユ・デタまたは破毀院が訴訟に対する終局的な判決を行っても､ 憲法院は､

｢合憲性の優先問題｣ について審査することを妨げられることなく､ 本条に従って､ その合憲性を

判断することが可能である｡ これによって､ 憲法院による違憲審査という憲法第���１条の趣旨が

貫徹されることになる｡

(�) ｢合憲性の優先問題｣ の客観訴訟としての性格

かくして､ 憲法院が ｢合憲性の優先問題｣ を本案訴訟とは別個独立して審査するのは､ この ｢合

憲性の優先問題｣ が､ 憲法院による事後的な違憲審査であるとしても､ ｢客観訴訟｣ としての性格

をもつものであるからにほかならない｡ 憲法院は､ 本案の訴訟案件を直接に審理し判断するもので

はなく､ 法律の憲法適合性という純粋に法的な問題を解決する役割を担わされているものであり､

本案訴訟については､ 憲法院の合憲性の判断の結果に基づいて､ 判決を延期していた当該裁判所が､

解決のための判断を行うのである｡

また､ 憲法第��条の違憲審査において､ 審署前に法律を憲法院に付託した国家機関または国会議

員は､ その付託を撤回することはできないと解されており､ 憲法院が合憲性の審査を判決に至るま

で進めることを妨げることはできない｡ この事前的違憲審査について採用された論理は､ 事後的違

憲審査の場合にも当然に妥当するものということになる｡

〈�〉第�����条について
(��)

＜第�����条＞

憲法院は､ 付託されてから３ヶ月以内に､ 判決をする｡ 当事者は､ 対審で自らの所見を述べる

ことができる｡ 憲法院内部規則によって定められた例外的な場合を除いて､ 法廷は公開である｡

(�) 判決までの３ヶ月の期間

第�����条は､ 憲法院が付託されてから判決するまでに３ヶ月の期間を定めている｡
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憲法第���１条は､ 組織法律にこのような期間を定めることをとくに規定していないが､ この３

カ月の期間は､ 憲法に違反するとは解されない｡ また､ この期間が尊重されず､ ３か月以内に判決

がなされない場合でも､ 憲法院の合憲性審査に関する裁判権が失われるものではない｡

(�) 憲法院で適用される２つの手続準則

本条は､ ｢合憲性の優先問題｣ の審査において､ 憲法院で適用される２つの手続的な準則を定め

ている｡

１つは､ ｢当事者は､ 対審で自らの所見を述べることができる｣ とする手続準則であり､ 対審に

よる弁論の手続が保障されている｡ もう１つは､ ｢例外的な場合を除いて､ 法廷は公開である｣ と

するものであり､ 原則として法廷が公開で行われることが保障されている｡

(�) 法廷の公開の原則と憲法院内部規則

法廷の公開の原則は､ 本条で規定されている ｢憲法院内部規則｣ すなわち､ 憲法院が自ら定めた

｢合憲性の優先問題について憲法院で執るべき手続に関する内部規則｣ において､ その例外の場合

を含めて､ 具体的に定められている｡

本規則第５条によれば､ 憲法院院長は､ 事件を議事日程に記載し､ 法廷の期日を定め､ 当事者お

よび関係各機関に､ その期日を伝えるものとされている｡ そして､ 第８条において､ 憲法院院長は､

当事者の要求または職権で､ 公序の利益において､ もしくは未成年者の利益または個人の私生活の

保護の要請があるときは､ 法廷の公開を制限することができ､ これらの理由についてのみ､ 例外的

なものとして､ 審理の非公開を命ずることができると定められている｡

また､ 本規則第９条によれば､ 憲法院の法廷の広さを考慮して､ 憲法院構内のその他の公開の部

屋において､ 法廷の模様が､ 直接の放送による視聴覚中継の対象となるとされている｡

さらに､ 本規則第��条は､ 法廷における審理の進行・展開についての準則を定めている｡

このようにして､ ｢合憲性の優先問題｣ に関する審理の公開性が保障されている｡

〈�〉第�����条について
(��)

＜第�����条＞

① 憲法院の判決は､ 理由を付される｡ 当該判決は､ 当事者に送達され､ コンセイユ・デタまた

は破毀院に､ さらに場合によっては合憲性の優先問題が提起された裁判所にも､ 送達される｡

② 憲法院は､ 同様に､ 共和国大統領､ 首相､ 国民議会議長および元老院議長に､ さらに､ 第���８

条第２項に定められた場合においては､ その規定で言及された関係機関にも､ 判決を送達する｡

③ 憲法院の判決は､ 官報で公示され､ 場合によっては､ ニュー・カレドニアの官報にも公示さ

れる｡

(�) 憲法院の判決の送達と公示

第���１条は､ 憲法院の判決について定めている｡

第１項前段では､ 憲法院の判決には理由を付すことが規定されている｡
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第１項後段では､ 憲法院の判決が､ 当事者に送達されること､ また､ コンセイユ・デタまたは破

毀院にも送達されること､ さらに､ 場合によっては ｢合憲性の優先問題｣ が提起された裁判所にも､

送達されることが定められている｡ そして､ 第２項では､ 同様に､ 共和国大統領､ 首相､ 国民議会

議長および元老院議長に送達されること､ さらに､ 第���８条第２項に定められた場合においては､

ニュー・カレドニアの関係各機関にも､ 送達されることが定められている｡

そして､ 第３項では､ 憲法院の判決が､ 官報で公示されること､ さらに､ 場合によってはニュー・

カレドニアの官報にも公示されることが定められている｡

(�) 憲法院の判決の記載事項

憲法院内部規則の第��条は､ 憲法院の判決の記載事項について､ 具体的な定めをしている｡

憲法院の判決には､ まず､ 当事者およびその代理人の氏名が記載され､ 報告担当官の氏名､ さら

に審議に参加した憲法院構成員の氏名が記載されることになっている｡ そして､ 所見に適用された

条文や､ 判決の根拠となった理由､ 主文が掲載され､ 憲法院院長､ 事務総長､ 報告担当官により署

名されることになっている｡

〈�〉第�����条について
(��)

＜第�����条＞

憲法院が合憲性の優先問題を付託されたとき､ 司法援助として協力する裁判補助者の報酬に対

する国庫拠出金は､ 命令により定められた方式に従って､ 増額される｡

(�) 司法援助における増額

｢合憲性の優先問題｣ は､ 主たる訴訟の付随的な案件であるが､ 主たる訴訟とは全く無関係にな

るものではない｡ したがって､ ｢合憲性の優先問題｣ を主張するにあたって､ 司法援助がそのため

に特別に認められるものではない｡ ただし､ 第�����条は､ 憲法院が ｢合憲性の優先問題｣ を付託

される場合には､ 司法援助において一定の増額を定めている｡

(�) 司法援助の継続性

｢合憲性の優先問題｣ に関する司法援助について､ ｢コンセイユ・デタ､ 破毀院および憲法院に

よる ｢合憲性の優先問題｣ の審査の場合における司法援助の継続性に関する����年２月��日デクレ

(��������号)｣
(��)

が定められており､ ｢合憲性の優先問題｣ が提起された訴訟について認められる司

法援助の継続性の原則について､ 具体化されている｡

(３) 事後的違憲審査制の特質と問題点

����年７月��日憲法改正において､ 第���１条の新設と第��条第２項の改正によって新たに創設

された ｢抗弁による事後的違憲審査制｣ は､ ����年��月��日組織法律ならびに関係法令が整備され､

����年３月１日に施行されることとなった｡ これによって､ 実際に ｢合憲性の優先問題｣ が提起さ
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れ､ 憲法院は､ ����年５月��日に､ この問題に対する最初の判決
(��)

を出して以降､ 引き続き多くの判

決が出されている
(��)

｡

ここでは､ この事後的違憲審査制の特質と問題点について､ 簡単にまとめておくこととする｡

① 抗弁による事後的違憲審査制の憲法上の特質と問題点

憲法第���１条および第��条第２項に基づく ｢抗弁による事後的違憲審査制｣ は､ 施行後の法律

の合憲性について憲法院が審査するものであり､ 当事者たる市民が係争中の訴訟に際して主張する

もので､ コンセイユ・デタまたは破毀院の判断に基づく移送によって憲法院に付託され､ 憲法院が

この法律の規定を違憲と判断した場合には､ この実効的な法律の規定を廃止するというものである｡

このようなシステムによる違憲審査制においては､ その特質として取り上げるべき点が､ いわば問

題点としても指摘できるものとなる
(��)

｡

第１に､ 違憲の抗弁として主張できる対象が ｢憲法の保障する権利および自由｣ を侵害する ｢法

律の規定｣ に限定されているという点である｡ したがって､ 国会の制定した ｢法律｣ としての性格

を有する規定のみが違憲審査の対象となるのであって､ その他の法令や国家機関の行為などは除外

されている｡ ｢憲法の保障する権利および自由｣ を侵害するのは､ ｢法律｣ だけではなく､ むしろ行

政機関の制定する命令や行為などのほうが多いとも考えられるが､ 憲法院による違憲審査としては､

｢法律｣ の合憲性のみに限定されている｡ さらに､ ｢憲法の保障する権利および自由｣ を侵害する法

律の規定が対象とされるのであるが､ 第五共和制憲法には具体的な人権条項が存在しないことから､

｢憲法の保障する権利および自由｣ の意味が問題とならざるをえない｡ たしかに､ 憲法院の判例に

よって､ いわゆる ｢憲法ブロック｣ が憲法規範として位置づけられているが､ 必ずしも成文法上の

明確性をもつものとはいえず､ ｢憲法の保障する権利および自由｣ の内容や範囲に関する問題がつ

ねに生ずることになる｡

第２に､ 市民が法律の合憲性の問題を直接憲法院に提訴するものではないという点である｡ たし

かに､ 違憲の抗弁を行うのは訴訟の当事者たる市民であり､ ｢市民｣ が法律の規定の違憲性の争点

を主張して､ この事後的違憲審査のシステムを起動させることになるのであるが､ 憲法院にこの合

憲性の問題を移送するのはコンセイユ・デタまたは破毀院の判断によるのであり､ 結局のところ､

憲法院への付託の権限は､ これらコンセイユ・デタおよび破毀院に認められているものである｡ 市

民の権利保障と参画の拡大という観点から､ ����年７月��日憲法改正によって導入されたものであ

り､ 市民の憲法上の権利および自由の保護のための制度として重要な改正であったが､ 市民による

違憲の抗弁を､ 第��条第２項で規定されている大統領､ 首相､ 両院議長および��名の国会議員の付

託権と同様に､ 位置づけることはできず､ これに相当するのはむしろコンセイユ・デタおよび破毀

院の付託権である｡

第３に､ 憲法院は､ 付託された合憲性の問題を審査するのであって､ この合憲性の問題が主張さ

れる契機となった訴訟自体とは別個独立して判断するという点である｡ これは､ 憲法院が通常の裁

判機関ではなく､ 憲法上の特別な機関であり､ 違憲審査においても憲法判断のみを行うという､ い

わば第五共和制憲法における憲法院の位置づけや役割からすれば､ きわめて当然のことであるとい
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える｡ したがって､ 抗弁による事後的違憲審査制においては､ 訴訟に付随して合憲性の問題が提起

されるが､ 憲法院に付託された時点で､ 付随的な性質が消失して､ 独立した合憲性の問題として判

断されることになる｡

第４に､ 市民による違憲の抗弁が憲法院に付託されるには､ コンセイユ・デタまたは破毀院の判

断が必要とされているという点である｡ 訴訟に際して当事者が合憲性の問題を提起したとしても､

憲法院に付託されるためには､ コンセイユ・デタおよび破毀院が付託することの妥当性について判

断し､ 場合によっては憲法院に移送しない決定をすることも当然ありうるわけである｡ したがって､

憲法院による合憲性の審査の前段階として､ コンセイユ・デタおよび破毀院による判断が介在する

わけで､ これらの機関の役割が非常に重要なものとなっているといえる｡

第５に､ 憲法院により違憲と宣言された法律の規定は廃止されるという点である｡ 第��条第２項

よれば､ ｢憲法院の判決の公表以後またはこの判決の定める期日以後｣ に廃止され､ 憲法院が ｢当

該規定により生じた効力が再検討されるための要件および範囲を決定する｣ のであるが､ 具体的に､

この廃止されることになる規定に基づいて講じられてきた措置などの問題をどのように処理するの

か､ すべて憲法院が取り扱えるのか､ 懸念すべき点も多い｡

第６に､ 違憲の抗弁として主張された合憲性の問題が､ コンセイユ・デタまたは破毀院の移送に

よって､ 憲法院に付託されることから､ 憲法院が実質的に最上位の裁判所としての地位を獲得する

ことになるという点である｡ たしかに､ 従前は､ コンセイユ・デタが､ 行政訴訟に関して､ 行政裁

判所としては最高裁判所の地位・役割を有し､ また､ 破毀院が､ 民事訴訟・刑事訴訟に関して､ 司

法裁判所としての最高裁判所の地位・役割をもち､ 憲法院は､ 憲法問題についての唯一の判断機関

であったが､ この事後的違憲審査制におけるシステムによって､ コンセイユ・デタおよび破毀院に

優位する最上位の裁判所として位置づけられるという面がある｡ しかし､ 憲法院が判断するのは､

まさに憲法問題についてのみであり､ この領域における最高裁判所としての地位は､ そもそも第五

共和制憲法によって認められているものである｡

② 組織法律により具体化された ｢合憲性の優先問題｣ における特質と問題点

憲法上創設された ｢抗弁による事後的違憲審査制｣ は､ 憲法第���１条第２項に基づいて定めら

れた����年��月��日組織法律によって､ 具体的な要件が定められ､ ｢合憲性の優先問題｣ として適

用されることになったが､ その特質と問題点としては､ 以下の点を指摘することができる
(��)

｡

第１に､ ｢合憲性の優先問題｣ を提起して､ 憲法院による合憲性判断の結論に至るまで､ ３つの

段階の裁判所の判断がなされるという点である｡ 最初に､ 裁判所に係争中の訴訟に際して､ 当事者

が ｢合憲性の優先問題｣ を提起した場合に､ 提起された裁判所は､ ����年��月７日オルドナンス第

���２条第１項に定められた３つの要件に基づいて､ コンセイユ・デタまたは破毀院への移送につ

いて直ちに判断する｡ ついで､ ｢合憲性の優先問題｣ の移送を受けたコンセイユ・デタまたは破毀

院は､ 同第���４条に定められた３つの要件に基づいて､ 憲法院への移送を３カ月以内に判断する｡

そして､ 付託を受けた憲法院は､ 同第�����条により､ ３か月以内にその合憲性について判断する｡

このように､ ｢合憲性の優先問題｣ の提起から憲法院による結論に至るまで､ 通常の場合には､ 受
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訴裁判所､ コンセイユ・デタまたは破毀院､ そして憲法院という､ ３つの裁判所の判断が必要とさ

れているのである｡ ただし､ 受訴裁判所やコンセイユ・デタおよび破毀院による判断は､ ｢合憲性

の優先問題｣ の移送について､ 定められている要件を充足するものか否かを判断するのであり､ 合

憲性の判断を行うのは､ 憲法院のみである｡ また､ 同第���５条に規定されているように､ コンセ

イユ・デタまたは破毀院における審理において ｢合憲性の優先問題｣ が提起された場合には､ 憲法

院への移送について提起から３カ月以内に､ 自らが判断を行うのみで､ 憲法院に付託されることに

なる
(��)

｡ このように複数の裁判所の判断が要請されることで､ 手続上の複雑性や煩雑性､ 解決までの

期間の延長など手続上の問題のみでなく､ 関係する裁判所間の判断における見解の異同による問題

などが想定される｡

第２に､ 憲法改正により新たに創設された事後的違憲審査制について､ 組織法律をはじめとする

関連法令が制定されて､ この制度の適用の具体的な条件が整備されているという点である｡ 憲法第

���１条自体の施行も､ この適用の要件を定めた組織法律の施行をまって､ 行われている｡ 実際に､

｢憲法第���１条の適用に関する����年��月��日組織法律 (���������号)｣ が制定され､ さらに､ 命

令の性質をもつ法令として､ ｢憲法第���１条の適用に関する����年��月��日組織法律 (���������

号) の適用に関する����年２月��日デクレ (�������	号)｣､ および ｢コンセイユ・デタ､ 破毀院お

よび憲法院による ｢合憲性の優先問題｣ の審査の場合における司法援助の継続性に関する����年２

月��日デクレ (��������号)｣､ 憲法院の内部規則として､ ｢合憲性の優先問題について憲法院で執

るべき手続に関する内部規則｣ が定められている｡ このように､ 事後的違憲審査制の適用に関して､

関係法令を整備し､ 手続上も具体的な規定をおいて､ 運用が行われるようになっている｡

第３に､ ｢合憲性の優先問題｣ が憲法院に付託された場合には､ 本案訴訟とは別個の独立した案

件の問題として憲法院で取り扱われるという点である｡ ｢合憲性の優先問題｣ は､ 裁判所またはコ

ンセイユ・デタもしくは破毀院において訴訟に際して提起された場合に､ その本案訴訟に付随する

案件として位置づけられ､ 移送するかどうか､ 本案訴訟の判決を延期するかどうか､ 各裁判所が判

断することになる｡ しかし､ この ｢合憲性の優先問題｣ がひとたび憲法院に係属した場合には､ も

はや本案訴訟とは関係なく､ 憲法院がその合憲性について審査する独立の案件として位置づけられ

るのである｡

第４に､ すでに憲法院の判決によって合憲と宣言されたものは､ 原則として ｢合憲性の優先問題｣

の対象とはならない点である｡ ���	年��月７日オルドナンス第���２条第１項で規定された移送の

３つの要件において､ 第２号は､ ｢当該規定が､ 憲法院判決の理由および主文において､ すでに合

憲と宣言されたものでないこと｣ と定めており､ ｢事情変更がある場合を除いて｣ は､ すでに憲法

院の判決によって合憲と宣言された法律の規定は､ 移送の対象とならない｡ この要件は､ 同第���

４条および第���５条第３項で､ コンセイユ・デタおよび破棄院による憲法院への移送についても､

適用されている｡ したがって､ ｢合憲性の優先問題｣ が憲法院に付託されるためには､ 当該法律の

規定が､ いまだ憲法院による合憲との宣言がなされていないことが必要であり､ ｢事情変更がある

場合｣ でない限り､ すでに合憲と宣言された規定を対象とした申立てはできないことになる｡ この

ような場合には､ ｢事情変更｣ を理由として､ 申立てを提起する必要性がある｡
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第５に､ ｢合憲性の問題｣ が ｢優先｣ される､ すなわち ｢憲法適合性の問題｣ と ｢国際協約適合

性の問題｣ がともに提起された場合には､ まず前者が優先的に判断されるいう点である｡ 同オルド

ナンス第���２条第２項および第���５条第２項において､ ｢合憲性の問題｣ の移送について優先し

て判断しなければならないことが定められている｡ これは､ ����年��月��日組織法律が ｢合憲性の

『優先』 問題｣ との名称で性格づけた点であり､ 国内法秩序における憲法院の合憲性審査の重要性

を示した部分でもある｡

５. おわりに

フランスにおける違憲審査制は､ ����年に制定された第五共和制憲法の下で､ 憲法院による違憲

審査権の行使によって展開されてきた｡ それ以前において､ 共和主義原理が確立した第三共和制の

下では､ 議会の制定した法律に対する審査という考え方自体が､ 国民主権原理や議会主義に反する

ものとみなされ､ また､ 議会中心の統治構造をさらに強めた第四共和制憲法では､ 議会内部の憲法

委員会が､ 議会の制定する法律によって憲法改正の必要があるかどうかを検討するもので､ 憲法に

違反する法律を無効とし憲法の保障する規定や原理を保護するというものではなかった｡ これに対

して､ 第五共和制憲法は､ 議会中心主義から大統領中心の統治構造に転換し､ 新たに設置された憲

法院は､ 各機関の憲法上の権限の逸脱がないよう監視・調整する政治的機関として登場したもので

あるが､ 法律等に対する違憲審査権の積極的な行使によって､ しだいに裁判機関・人権保障機関と

しての性格を強めてきた｡

憲法院による違憲審査制は､ もともと法律の施行前にその合憲性審査を行う事前的な抽象的違憲

審査制であった｡ 憲法第��条の規定によれば､ 第１項では､ 組織法律については審署前に､ 国会両

院の議員規則についてはその施行前に､ 必要的に憲法院の合憲性審査に付託されなければならず

(さらに､ ����年７月��日憲法改正により､ 第��条に定める議員提出法律案については国民投票付

託前に憲法院の審査に付託されることが追加されている)､ 第２項では､ 通常の法律については審

署前に､ 大統領､ 首相､ 国民議会議長および元老院議長によって付託することができるものとされ

ていた (さらに､ ��	
年��月��日憲法改正後は､ ��名の国民議会議員または��名の元老院議員によっ

ても付託できることが追加された)｡ このような事前的違憲審査制においては､ 施行後の法律につ

いて違憲審査を行うことは当然できず､ また､ 通常法律に対する違憲審査の場合に憲法院に提訴で

きるのは､ 限られた国家機関だけであった｡ このような中で､ とりわけ��	
年の憲法改正により憲

法院への提訴権者が拡大されたことによって､ 実際において法律の合憲性審査のシステムが機能し､

憲法院による違憲審査権の行使が活発化して､ 現実の憲法運用の中で人権保障が確保されるように

なった｡

しかし､ 法律が実際に施行された後に､ 市民の人権や自由がこの法律により侵害される状況が生

じたとしても､ その違憲性を争うことはできず､ 事前的違憲審査制の運用においても､ 提訴できる

者が一定の国家機関に限られた状況では､ 人権保障の観点からは､ 必ずしも十分な制度とはいえな
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い面があった｡ それゆえに､ 市民による違憲の抗弁に基づく事後的な違憲審査制を導入しようとす

る憲法改正の試みが､ ����年の改正案および����年の改正案において示されたが､ 実現には至らな

かった｡ このような中で､ ����年７月��日の憲法改正よって､ 憲法院が､ 従来までの事前の違憲審

査に加えて､ 市民からの違憲の抗弁による事後の違憲審査も対象としたことは､ 人権保障の観点か

らは､ きわめて大きな意味があり､ 憲法院自体も憲法裁判所としての機能をますます強めるものと

いうことができる｡

このような違憲の抗弁による事後的違憲審査制は､ ｢合憲性の優先問題｣ を提起するというかた

ちで運用が始まったが､ その評価はこれから問われることになる｡

＜注＞

(１) ����年７月��日憲法的法律 (第��������号) による第五共和制憲法の��回目の改正は､ その内

容と規模からして､ これまでで最も大掛かりな改正となった｡ ����年７月��日憲法改正の状況に

ついては､ 藤野美都子 ｢フランス民主主義の勝利？ ����年７月��日憲法的法律｣ 『ジュリスト』

第��	
号 (����年) ���頁､ 曽我部真裕 ｢フランスの����年憲法改正の経緯｣ 『法学教室』 ���号

(����年) ４頁�５頁､ 南野森 ｢フランス―����年７月の憲法改正について｣ 『法律時報』 ��巻４

号 (����年) ��頁以下､ 光信一宏 ｢�
フランス共和国｣ (阿部照哉・畑博行編 『世界の憲法集』

第四版､ 有信堂､ ����年) ���頁以下､ 三輪和宏 ｢フランスの統治機構改革―����年７月��日の

共和国憲法改正―｣ 『レファレンス』 ���号 (����年) 
�頁以下､ 三輪和宏 ｢����年７月��日のフ

ランス共和国憲法改正｣ 『外国の立法』 ���号 (����年) ���頁以下､ 拙稿 ｢����年７月��日憲法

改正とフランス第五共和制憲法における統治制度の改革｣ 『中京大学社会科学研究』 ��巻１�２号

(����年) １頁以下､ 辻村みよ子 ｢����年７月��日大改正の意義と要点｣ 『フランス憲法と現代立

憲主義の挑戦』 (有信堂､ ����年) �
頁以下､ 参照｡ なお､ ����年７月��日憲法改正後の第五共

和制憲法の条文については､ 以下のものを参照｡ ��
��������
���
�����������������
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(２) この改正の基本ラインを示した ｢第五共和制の諸制度の現代化と均衡回復についての検討及び

提案委員会｣ (通称 ｢バラデュール委員会｣ といわれる) の報告書が､ ����年��月��日にサルコ

ジ大統領に提出されたが､ この報告書は､ ① ｢よりよく統制された執行権｣ (*
%��"���

�+����������+��
���(�)､ ② ｢強化された国会｣ (*
,��(���
���
�����)､ ③ ｢市民のため

の新たな諸権利｣ (���������
��"���+%���(������-�
�)､ の３つの章から構成され､ 全体

として��項目の具体的な改正提案を含む極めて詳細なものとなっていた｡ 拙稿・前掲注 (１) ��

頁��
頁参照｡ なお､ バラデュール委員会の報告書については､ 以下のものを参照｡ ��������
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��(����/��(����!�����
��������
���(�

0�1�%��(�/���*
�0�1�%��(�/��%(�����������/�����-������������
�����
���
�2

����������

(３) ����年７月��日憲法改正における国民投票制度にかかわる改正点については､ 拙稿 ｢フランス

第五共和制憲法における国民投票制度と����年７月��日憲法改正｣ 『�3*456 �78591』 ��

号 (����年) １頁以下､ 参照｡

(４) ����年７月��日憲法改正における政府の対議会責任制にかかわる改正点については､ 拙稿 ｢フ

ランス第五共和制憲法における政府の対議会責任制と����年７月��日憲法改正｣ 『�3*456
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������』 ��号 (	��
年) ７頁以下､ 参照｡

(５) 	���年７月	�日憲法改正による第
��１条の新設によって定められた事後的違憲審査制につい

ては､ 今関源成 ｢フランス憲法院への事後審査制導入― 『優先的憲法問題 �������������������

��������������������』 ―｣ 『早稲田法学』 ��巻３号 (	���年) 	�頁以下､ 辻村みよ子 ｢フラン

ス型違憲審査制の展開｣ 『フランス憲法と現代立憲主義の挑戦』 (有信堂､ 	���年) ���頁以下､

池田晴奈 ｢フランス憲法院の事後審査に関する憲法
�条の１の創設―	���年憲法改正による市民

への提訴権拡大の動向―｣ 『同志社法学』 
	巻３号 (	���年) 	��頁以下 [池田①]､ 同 ｢市民の

提訴に基づく初のフランス憲法院判決―憲法
�条の１の適用に関する組織法律制定から	���年５

月	�日判決に至るまで―｣ 『同志社法学』 
	巻４号 (	���年) �

頁以下 [池田②]､ 参照｡

(６) このような市民による違憲の抗弁に基づく事後的な違憲審査制の導入は､ ミッテラン政権の下

で､ �

�年３月��日に提出された憲法改正案ならびに�

�年３月��日に提出された憲法改正案に

おいても提案されていたが､ いずれも改正には至らなかったものである｡ ミッテラン政権の下の

�

�年の憲法改正の試み､ ならびに�

�年の憲法改正の試みについては､ 拙稿 ｢フランスにおけ

る憲法改正と統治構造の変容 (２)｣ 『法学新報』 ���巻４号 (	���年) ��
頁����頁､ 参照｡

(７) 	���年７月	�日憲法改正における統治制度の改革の特質については､ 拙稿・前掲注 (１) ��頁

��
頁参照｡

(８) ｢憲法院｣ に関する第７章の改正については､ 拙稿・前掲注 (１) 	�頁���頁参照｡

(９) 	���年７月	�日憲法改正後の第五共和制憲法の条文については､ 以下のものを参照｡
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(��) 辻村・前掲注 (１) ���頁参照｡

(�	) �����)��������	��
���	���������$!��	��
������*���%��������������%�������
�6�

����������������"7�������  �������������$!��	��
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(��) 憲法第
�条第１項により､ ｢組織法律 (�����)������)｣ は､ 国会による採択の後､ 大統領に

よる審署の前に､ 必ず憲法院に付託され､ その憲法適合性について裁決されなければならないこ

とになっている｡ これに対して､ 通常の ｢法律 (���)｣ (通常法律 ������������) の場合には､

憲法院による事前の違憲審査は､ 必要的なものではなく､ 同条第２項により､ 国会による採択の

後に､ 大統領､ 首相､ 両院議長および
�名以上の国会議員が､ 審署前に憲法院に付託できるもの

とされている｡
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(�
) 辻村・前掲注 (１) ���頁参照｡
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(��) 最高裁判所としてのコンセイユ･デタおよび破毀院によるこの要件の運用と評価が､ 事後的違憲

審査制としての ｢合憲性の優先問題｣ のシステムを導入した改革の成否の決定的な要素の一つと

なっていると指摘されている｡ �����		
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決については､ 前掲注 (５)・池田②���頁以下参照｡
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(��) 違憲の抗弁による事後的違憲審査制の導入に伴う問題点の指摘としては､ 辻村・前掲注 (１)

�����頁参照｡

(��) 事後的違憲審査制の運用による問題点の指摘としては､ 辻村・前掲注 (５) �������頁参照｡

(�%) さらに､ �%��年��月７日オルドナンス第２編第２章の２の ｢合憲性の優先問題について｣ の諸

規定には明示の規定がないものの､ 憲法第�%条により､ 国会議員選挙の争訟について裁定する憲

法院は､ この争訟において ｢合憲性の優先問題｣ が提起された場合に､ 憲法院がこれを受理した

ときには､ 提起されてから３カ月以内に､ その合憲性を判断するものと想定される｡
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